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令和２年６月 那須野が原グリーンプロジェクト
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〇地域再生可能エネルギーの
最大限活用

〇資源と経済の地域内循環

〇地域資源を活用した新たな
付加価値の創出

青木地区ゼロカーボン街区の構築

脱炭素社会実現に向けて
ゼロカーボン街区構築を検討



令和４年11月脱炭素先行地域に選定
https://www.city.nasushiobara.lg.jp/machizukuri/kankyo/kikouhendoutaisaku/CO2sakugen/15362.html

4



青木地区の特徴

• 那須塩原市の北東部に位置する青木地区の全
域、県道 369 号線の両側に広がる約 16 ㎢に及
ぶ範囲

• 市の主要産業である酪農業をはじめとした農
業が盛んな「農村」

• 市内酪農家の 25％、乳用牛の 38％が集中。大

小さまざまな酪農家が揃っており、経営改善
やレジリエンス強化に係る多様なモデルを示
すことが可能

• 太陽光発電だけでなく、小水力発電、バイオ
ガス発電といった地域特有の再生可能エネル
ギーのポテンシャルが高い地域
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取組の概要① 公共施設への太陽光発電設備等の導入

• キョクトウ青木フィールドへの太陽光発電
設備、VSG蓄電池の導入
⇒調整池などの未利用部分を活用
太陽光発電設備 1,990kW
蓄電池 1,400kWh

• 道の駅「明治の森 黒磯」への太陽光発電
設備、蓄電池の導入
⇒外皮性能の確保や高効率機器の導入に
よるZEB化
太陽光発電設備 100kW
蓄電池 250kWh
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取組の概要② 住宅、事業所、飲食店及び酪農家への太陽光発電等の導入

• 住宅 674戸（全730戸）
⇒太陽光発電設備 1,752kW

• 事業所 21軒
⇒太陽光発電設備 2,352kW

• 飲食店 8軒
⇒太陽光発電設備 85kW

• 酪農家 64軒
⇒太陽光発電設備 6,553kW

• 自立分散型電源と蓄電池により、自家消
費割合を高めるとともに、レジリエンス
の強化
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取組の概要③ 未利用資源を活用した再エネ電力の導入

• 那須疏水を活用した小水力発電
⇒小水力発電設備 100kW

• 一般廃棄物最終処分場跡地にPV導入
⇒太陽光発電設備 1,990kW
メガソーラーや廃棄物処分場への負
のイメージの払しょく

• 家畜ふん尿を活用したバイオガス発電
⇒バイオガス発電設備 200kW
家畜ふん尿の有効活用
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取組の概要④ 地域新電力による再エネの域内循環

• 取組①及び②で導入した発電設備によ
る再エネ電力の余剰分、取組③の再エ

ネを地域新電力を通じて、対象地域内の
需要家へ供給

• 東京電力パワーグリッド株式会社との連
携により、対象地域において非常時に備
えた地域マイクログリッドを構築

• 系統の大規模停電時にも地域内の再生可
能エネルギーでの電力供給を継続

⇒地域のレジリエンス強化を実現する
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取組の概要⑤ 脱炭素化による付加価値創出施策

• 脱炭素化したプロセスを通じて生産された乳
製品の販売を通して、酪農業におけるカーボ
ンフリー産品というブランド価値を創出

• 食の発信基地を目指す道の駅において、ブラ
ンド価値を高めた乳製品を販売することによ
り、脱炭素をビジネスチャンスと捉える機会
を創出

• 市民や市内外から来訪する観光客の脱炭素に
対する意識改革を促し、行動変容につなげる
ことで、脱炭素社会の構築を促進
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取組の概要⑥ 自家用車・バス・タクシーの EV 化促進支援

• 一般家庭及び事業者による EV 購入促進
を図るため、生活導線となる公共施設に
EV スタンド設置

• 市が独自に実施している EV、充電設備、

外部給電機等の購入費補助事業を引き続
き実施

• 青木地区を拠点とするバス路線に電動バ
スを導入
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目指す地域脱炭素の姿

期待される効果

• 酪農家をはじめとする地域
のレジリエンス強化

• 酪農業の経営改善を通した
持続性向上

• 未利用資源の活用による再
生可能エネルギーの地域と
調和した導入

• 車依存社会における運輸部
門の脱炭素化
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● 市の主要産業である酪農業が盛んな青木地区において、
民生部門の脱炭素化を実現

● 再エネ電力100％の地域マイクログリッドを構築することで、
非常時における酪農業の事業継続性を向上
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